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1. はじめに

本稿は時系列分析の手法を使って推測的変動値
を推定する方法を試みる．本稿の目的は，わが国
の乗用車産業について動学的フレームワークで推
測的変動を導出し，90年代を通じて乗用車産業の
競争のタイプが変化したのか，変化したとすれば
いつ変化したかが明らかにする．乗用車産業はわ
が国を代表する産業であり，そこでの競争の変化
を見ることは，わが国の産業全般の競争の変化を
確認することに等しい．
ところで，本稿は単に乗用車産業の競争の変化
を測るだけではない．本稿の推定の特徴は 2つあ
る．1つは推定が動学モデルにもとづくことであ
り，他の 1つはその推定方法にある．ここでは本
稿独自の推測的変動の推定方法を試みる．
推測的変動の計算にあたって，本稿は生産量
について 2 次の調整費用を仮定し，動学化を試
みる．従来の静学的な推測的変動分析について，
Friedman[1983]は，モデルが静学的であって，動
学的な解釈ができないこと，さらに静学的である
がためにライバルの行動についての予想が修正さ
れる余地がないと批判する．本稿は，動学化モデ
ルを使って，Friedmanの批判の前半部分に応えた
いと思う．
ただし後述するように，本稿のモデルにおける
動学化は計算を簡略するために，完全ではなく，
部分的である．ここで部分的というのは，本稿で
は，ある企業が今期の生産量を変化させたとき

に，同じ今期のライバルの生産量をどれくらい変
化させると予想しているかという今期の推測的
変動にのみ焦点を当て，来期以降のライバルの生
産量変化についての予想 (来期以降の推測的変動)

は無視するからである．しかし，このように簡略
化を図っても，動学モデルから得られる推測的変
動は静学モデルから得られる結果とは異なる．

Dockner[1992] によれば，動学的ゲームのどの
ような定常的な closed-loop 均衡も対応する静学
的ゲームの推測的変動均衡としてみることができ
る（Theorem 2）し，動学化された推測的変動に等
しい推測的変動をもつ対応する静学的ゲームの均
衡に一致する（Theorem 4）．しかし，Dockner の
定理は需要 (そして生産量) の成長のない定常状
態で成立することに注意すべきである．もし，一
定の均衡成長パスの上で議論するのであれば異な
る結果となろう．
実際，需要関数と費用関数が既知であるとして，
生産量についての調整費用を導入した動学モデル
のもとでは，最適化の必要条件であるオイラー方
程式から推測的変動が計算される．ここで，オイ
ラー方程式は静学的モデルの限界収入と限界費用
の均等式に対応する．前述したような，本稿の部
分的な動学的推測モデルでは，オイラー方程式と
静学的モデルの均等式の相違は，オイラー方程式
には静学的モデルの限界費用に限界的な調整費用
が加わるのみである．今期の生産量の変化にとも
なう限界的な調整費用は，今期の調整費用の変化
と割り引かれた来期の調整費用の変化の総和に等
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しい．前者は正であるが，後者は負である．つま
り今期の生産量だけ増大するとすれば今期の調整
費用も増大するが，来期の調整費用は減少する．
成長のない定常状態では，調整費用はゼロとな
るので本稿の部分的な動学的推測は静学的モデル
にもとづく推測的変動に等しくなる．しかし，一
定の成長パスのもとでは，今期と来期の限界的調
整費用を絶対値で比較すれば，割引率の大きさだ
け来期のほうが小さい．したがって，一定の生産
量のもとで推測的変動を計算すると，限界収入に
一致すべき限界費用は限界的調整費用の分だけ
（部分的）動学的モデルの方が大きくなる．した
がって，限界収入は（部分的）動学的モデルの方
が大きくならざるを得ない．このことは，本稿の
部分的な動学的推測は静学的推測に比べて競争的
となることを意味している．
本稿の部分的な動学的推測を完全な動学的推測
に修正したとしても，常識的な状況の下では動学
的推測が静学的推測よりも競争的となるという結
論は変わらない．完全な動学的推測は，今期の生
産量変化がライバルの今期の生産量だけではなく
ライバルの将来の生産量にも影響することを考慮
するものである．もし今期と将来の推測的変動が
同じ符号であるならば，完全な動学的推測は静学
的推測よりも競争的となる．こうした定性的な結
果が本稿で部分的な動学的推測の推定にとどめた
背景にある．

Kinoshita, Suzuki and Kaiser [2002]では非同質的
なミルク市場を対象に静学的に推測的変動を推定
する．しかし，そこでは最適条件 (反応曲線)の推
定残差に強い系列相関が見られたことを報告して
いる 1)．系列相関が見出されること自体，動学的
モデル構築の必要性を示している．
静学的推測にせよ，動学的推測にせよ，理想的
には費用関数と需要関数，それに最適条件を方程
式体系として同時に推定すべきである．しかし推
定の困難さから 2)，通常は費用関数を他の方程式
と独立に推定し，その結果を使って，需要関数と
最適条件だけ同時に推定する．さらに静学的モデ

ルにもとづく場合には，簡易に，需要関数と費用
関数とを別々に推定し，その推定結果を最適条件
に代入し，推測的変動を計算することもある．
しかし，本稿ではこうした手法はとらない．本
稿の最大の特徴はその推定方法にある．ここで
は，直接に需要関数や費用関数を推定しない．従
来の実証研究のほとんどは同質財市場を仮定す
る．しかし，同質財市場であるかどうかは実証結
果によって判断すべきである．たとえ，同質財の
ように見える原材料や資本財であったとしても，
品質や納期やアフターサービス，あるいは調達可
能量によって必ずしも同質財ではないかもしれ
ない．
しかし非同質財の需要関数の推定に必要な企業
別の価格データは一般的に入手できない．生産量
も企業別データを入手できない場合のほうが圧倒
的に多い．そうであっても企業別の生産量は，産
業全体の出荷額を産業全体の総生産量で割り，平
均出荷価格を求め，これで企業別の販売額を割る
ことによって推定できる．ただし，この方法では
企業別に異なる需要関数を推定することはできな
い．利用できるのは企業間で同一の平均価格だけ
であるからだ．
また，企業別の推定生産量もその正確性が保障
されない．本稿の方法は，生産量の成長率は必要
であるが，企業別の生産量を直接に必要としな
い．企業別生産量の成長率は上述の推定生産量の
成長率を使うか，あるいは企業別の販売額の成長
率から産業全体の平均出荷価格の成長率を差し引
いて求める．推定生産量そのものを使うよりも本
稿のように推定生産量成長率のみを使うほうが誤
差は小さい．
本稿の推定方法は，複占市場を前提に各企業の
生産量に関する最適化条件 (オイラー方程式) を
利潤率で近似して，利潤率の VARモデルに似た
理論モデルを得る．近似は，前述したような生産
量の誤差を避けるためである．理論モデルの各係
数は需要関数や費用関数のパラメータや，それに
推測的変動の合成物である．この理論モデルを推
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定し，係数値を得る．推定にあたっては理論モデ
ルの構造変化を考慮する．各パラメータの合成物
である理論的係数と係数推定値を均等させて方程
式群を得る．また，期待利潤率を計算し，利潤率
方程式をつくる．さらに，期待販売額を使って期
待生産量 (期待価格) のもとでの需要関数を表す
方程式と，期待生産量を表す方程式を得る．これ
ら方程式群を代数的に解いて，需要関数や費用関
数の各パラメータと推測的変動を得る．
従来の方法は，最も単純な場合には，需要関数
や費用関数のパラメータを推定し，それを最適化
条件に代入することで推測的変動を得た．本稿で
は，一群の方程式群を作って代数的に解くことに
よって，パラメータを得る．
本稿では時系列分析が中心的役割を果たすが，
産業組織論において自己回帰モデルに重要な役
割をおいた研究は多くない．そうした研究とし
ては，Mueller[1986], Mueller ed. [1990] がある．
Mueller[1986] は個別企業の利潤率系列に OLS を
使って AR(1) モデルを適用して，‘長期利潤率’
を推定する．ここで呼ぶ‘長期利潤率’は期待
利潤率のことである．この AR(1) モデルの理論
的背景は Geroski[1990]によって与えられている．
Geroskyは利潤率系列の自己相関を参入退出に求
める．つまりある期のある市場での利潤率が高い
ときには次の期から参入が起きるというものであ
る．もし‘長期利潤率’が高いのであれば，その
企業が属する市場の参入障壁は高いと言える．

Mueller ed.[1990]は AR(1)によって推定された
‘長期利潤率’と市場構造との間の関係をいくつ
かの国について論じているが，わが国については
Odagiri and Yamawaki[1990]が行っている．また最
近では，Maruyama and Odagiri[2002]が同様の手法
を使って 60年代から 90年代後半までの期間を 2

分して，‘長期利潤率’がどのように変化したか，
市場構造との関係がどのように変化したかを論じ
ている．竹中 [1999]も AR(1)によって‘長期利潤
率’を推定し，損害保険各企業を他産業企業と比
較している．

しかし，これらの研究は実証的にも理論的にも
いくつかの問題を残している．理論的に，利潤率
の自己相関が参入退出行動から生まれるという
のはかなりの無理があるといわざるを得ない．こ
の理論的背景を導いた Geroski自身が直後その後
の研究の中で（[1991]），参入退出がそれほど頻繁
に起きていないことを指摘している．そうであれ
ば，なおさら AR(1)の理論的根拠が希薄にならざ
るを得ない．さらに上で述べた実証研究では単位
根検定も構造変化も確かめられていない．
本稿では，まず第 1節で，生産量 (資本)調整モ
デルを使って利潤率の VARを導く．その中で需
要曲線や費用曲線を表すパラメータとともに推測
的変動が VARMAの各係数部分にどのようにかか
わっているかを明らかにする．第 2節では，利潤
率データが一定の時系列モデルから生み出された
として，その時系列モデルが変化したかどうか，
変化したとすればその変化時点はいつかを確かめ
る．第 3節では，第 1節で導いた VARを推定す
る．第 4節で関係する同時方程式を近似的に解い
て，推測的変動を推定し，最後に結論に代えてこ
こでの手法の問題点を明らかにした．

2. 寡占企業の投資の動学方程式と
利潤率 VARの導出

2.1 基本的モデルとオイラー方程式
本節では Sargent[1987](Chapter XI) に基づいて
離散型で投資の動学方程式を導き，これから利潤
率の VARに一定の意味を与えることにする．以
下では，次の仮定をおくことにする．すなわち，
仮定：
(a) 2企業からなる生産物複占市場は異質財市場を
許し，企業 1と 2が直面する需要曲線は線形
を仮定し，それぞれ，

p1t = A01t − A11q1t − A12q2t + u1t,

p2t = A02t − A22q2t − A21q1t + u2t,

ここで，pit は t期の企業 iの価格，qit は t期の
企業 i の生産量である．uit は t 期の企業別需
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要ショックを表す．uit はMA(1)で表されると
する．価格や生産量や利潤（率）にみられる
自己相関をつくる要因として，需要面，要素
価格面，投資面の各要因が考えられるが，本
稿では投資行動によってもたらされる自己相
関に焦点を当てるために，需要面での自己相
関は単に uit のMA(1)として処理することにす
る．A01t と A02t は時間トレンドを持つかもし
れない．

(b)企業 iの費用関数は生産量 (資本)調整費用を
ともなう．
Cit = c1itqit + (c2i/2)(qit − qit−1)2 + sitqit.

ここで，sitは費用ショックを表し，期待値ゼロ
の MA(1)で表されるとする．費用関数が生産
費用と資本の調整費用からなると仮定すると，
資本の変化が生産費用にどのように影響する
かを特定しなければならない．特定化した上
で，さらに投資競争を明示的に導入し，投資
競争における推測的変動を推定しなければな
らない．さらに，その後の生産量（あるいは価
格）についての推測的変動も投資の推測的変
動と整合的に推定しなければならない 3)．本
稿のモデルは固定資本係数を仮定すれば，資
本調整モデルとなる．

(c)各企業は需要と費用のショック (uit,sit)が実現
する前に生産量を決定し，ショックの実現後
に価格が決定される．

(d)企業 iの時間割引要素を bi とする．
(e)企業 iの割引利潤総和を最大にする t期の生産
量を決定するに当たって，同じ t期のライバル
の生産量について推測的変動 κ ji ≡ ∂q jt/∂qit を
もつ．ただし，ライバルの生産量については，
∂q jt+ j/∂qit = 0とする．これは計算の簡略化の
ためである．換言すれば，t期は closed-loop戦
略，t期以降は open-loop戦略をとる．この仮
定の背景については前節で触れた．こうした
仮定の下で，企業 iの割引利潤総和は，

(1) Vit = Σ j=0
∞bi

j{pt+ jqit+ j −Cit+ j}
∂Vit/∂ qit+ j = 0より，オイラー方程式は，

(2)企業 1について，
b1c21q1t+ j+1 − q1t+ j(2A11 + A12κ21 + c21 + b1c21)

+ c21q1t+ j−1

= −A01t+ j + c11t+ j + A12q2t+ j + u1t+ j + s1t+ j,

企業 2について，
b2c22q2t+ j+1 − q2t+1(2A22 + A21κ12 + c22 + b1c22)

+ c22q2t+ j−1

= −A02t+ j + c12t+ j + A21q2t+ j + u2t+ j + s2t+ j.

ここで，オイラー方程式にMA(1)が含まれるこ
　とに注意したい．

2.2 利潤率の VAR表現
オイラー方程式 (2)は VARMA表現となってい
る．しかし，残念ながら一般に企業別，生産物
別に生産量データを長期にわたって入手するこ
とはできない．そこで生産量データで表される
オイラー方程式 (2)をデータが入手可能な企業利
潤率に変換する必要がある．いま，t期の利潤率
πit(i = 1, 2)を次のように生産量 (q1t, q2t)について
その期待値の近傍で 1次近似で表わす．任意の i

について，
(3) πit = πit

∗ + πit
1∗(q1t − q∗1t) + πit

2∗(q2t − q2t
∗), i = 1, 2

πit
j∗ ≡ ∂ πit/∂ q jt | qit=qit∗, i=1,2.

q1t
∗ と q2t

∗ は両企業の t期の期待生産量である．
ここで企業 iの期待生産量の成長率を 1 −Gi とお
くと，あらゆる tと jについて，

qit+ j+1
∗ = (2 −Gi) qit+ j1

∗.

期待生産量 qit+ j+1
∗ はこの関係をオイラー方程式

(2)に代入して得られる．
利潤率を πit

∗ で表し，(3)を q1t と q2t について
解くと，
(4) q1t − q1t

∗ = (π2t
2∗π1t

+ − π1t
2∗π2t

+)/Ω

q2t − q2t
∗ = (π1t

1∗π2t
+ − π2t

1∗π1t
+)/Ω

πit
+ ≡ πit − πit

∗

Ω ≡ π1t
1∗π2t

2∗ − π1t
2∗π2t

1∗

(4) を (2) に代入すると，利潤率についての 2

次の SVARMA（structural VARMA）が得られる．
SVARMAは次のような形をとる．
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(5) π1t+ j+1 = const+ α1π2t+ j+1 + β11π1t+ j + β12π1t+ j−1 +

γ11π2t+ j + γ12π2t+ j−1 + MA(1)

π2t+ j+1 = const+ α2π1t+ j+1 + β21π2t+ j + β22π2t+ j−1 +

γ21π1t+ j + γ22π1t+ j−1 + MA(1)

この SVARMAは生産量についてのオイラー方程
式の利潤率表現の近似である．(5)が MA(1)を含
むのは，需要変動 (uit) と費用変動 (sit) が MA(1)

にしたがうからである．
さらに，この SVARMAを π1t+ j+1 と π2t+ j+1 につ
いて解くと，次のような VARMAが得られる．
(6) π1t+ j+1 = v10 + v11π1t+ j+v12π1t+ j−1 + v13π2t+ j +

v14π2t+ j−1 + ε1t+ j+1 + θ1ε1t+ j,

π2t+ j+1 = v20 + v21π2t+ j + v22π2t+ j−1 + v23π1t+ j +

v24π1t+ j−1 + ε2t+ j+1 + θ2ε2t+ j,

ここで，εit+ j+1 + θiεit+ j はMA(1)を表す．
これら 10個の vin 係数（i=1,2. n=0,1,…,4）は需
要曲線と費用曲線に現れるパラメータで構成され
る．その構成は表 1に示した．
表 1 をみればわかるように，時間割引要素 b1

と b2 が等しいと仮定し，b ≡ b1 = b2 とおけば，
vi2 = −1/b, vi4 = 0 (i = 1, 2)となる．これを使って，
整理すれば，
(7) Π1t+ j+1 = v10 + v11π1t+ j + v13π2t+ j + ε1t+ j+1,

Π2t+ j+1 = v20 + v21π2t+ j + v23π1t+ j + ε2t+ j+1,

ここで，Πit+ j+1 ≡ πit+ j+1 − vi2πit+ j−1 − θ1εit+ j,で εit

は i, i, d, Gaussianとする．

表 1．係数の理論構成

v10 ≡ −H20/H21 − (A02 − c12)/(b2c22H21) − H20/(b2H21) + A21H10/(b2c22H21) + (2A22 + c22 + b2c22 +

A21κ12)H20/(b2c22H21) − (1/(H21H))[H22{H21(H10 + (A01 − c11)/(b1c21) + H10/b1 − (2A11 + c21 + b1c21 +

A12κ21)H10/(b1c21)−A12H20/(b1c21))−H11(H20+ (A02−c12)/(b2c22)+H20/b2−A21H10/(b1c21))−H11(H20+

(A02 − c12)/(b2c22) + H20/b2 − A21H10/(b2c22) − (2A22 + c22 + b2c22 + A21κ12)H20/(b2c22))}],

v11 ≡ A21H11/(b2c22H21)+ (2A22 + c22 +b2c22 +A21κ12)H21/(b2c22H21)− (1/H21H)[H22{H21(−(2A11 + c21 +b1c21 +

A12κ21)H11/(b1c21)− A12H21/(b1c21))−H11(−A21H11/(b2c22)− (2A22 + c22 + b2c22+ A21κ12)H21/(b2c22))}],

v12 ≡ −1/b2 − H22H11(1/b1 − 1/b2)/H,

v13 ≡ A21H12/(b2c22H21)+ (2A22+c22+b2c22+A21κ12)H22/(b2c22H21)− (1/H21H)[H22{H21(−(2A11+c21+b1c21+

A12κ21)H12/(b1c21)− A12H22/(b1c21))−H11(−A21H12/(b2c22)− (2A22 + c22 + b2c22+ A21κ12)H22/(b2c22))}],

v14 ≡ −H22/(b2H21) − H22(H12H21/b1 − H11H22/b2)/(H21H),

v20 ≡ (1/H)[H21{H10 + (A01 − c11)/(b1c21)+H10/b1 − (2A11 + c21 + b1c21 + A12κ21)H10/(b1c21)− A12H20/(b1c21)} −
H11{H20 + (A02 − c12)/(b2c22) + H20/b2 − A21H10/(b2c22) − (2A22 + c22 + b2c22 + A21κ12)H20/(b2c22)}],

v21 ≡ (1/H)[H21{−(2A11 + c21 + b1c21 + A12κ21)H12/(b1c21) − A12H22/(b1c21)} − H11{−A21H12/(b2c22) − (2A22 +

c22 + b2c22 + A21κ12)H22/(b2c22)}],

v22 ≡ (H21H12/b1 − H11H22/b2)/H,
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v23 ≡ [H21{−(2A11 + c21 + b1c21 + A12κ21)H11/(b1c21) − A12H21/(b1c21)} − H11{−A21H11/(b2c22) − (2A22 + c22 +

b2c22 + A21κ12)H21/(b2c22)}],

v24 ≡ H21H11(1/b1 − 1/b2)/H,

ここで，
H ≡ H11H22 − H12H21,

H10 ≡ [eπ2{e−π2q1(−c12/(q2 p2) + A21(−c12q1 − 0.5c22(1 −G2)q22)/(q2 p2
2)) + e−π2q2(A22(−c12 −

0.5c22(1−G2)q2)/p2
2−0.5c22(1−G2)/p2)−π2}]/{−c12/(q2 p2)+A21(−c12q1−0.5c22(1−G2)q2

2)/(q2 p2
2)}+D/E

D ≡ {−0.5c22(1 −G2)/p2 + A22(−c12 − 0.5c22(1 −G2)q2)/p2
2}[−e−π2{−c12/(q2 p2) + A21(−c12q1 − 0.5c22(1 −

G2)q2
2)/(q2 p2

2)}{e−π1q2A12(−c11−0.5c21(1−G1)q1)/p1
2+e−π1q1(A11(−c11−o.5c21(1−G1)q1)/p1

2−0.5c21(1−
G1)/p1)−π1}+e−π1{A11(−c11−0.5c21(1−G1)q1)/p1

2−0.5c21(1−G1)/p1}{e−π2q1(−c12/(q2 p2)+A21(−c12q1−
0.5c22(1 −G2)q22)/(q2 p2

2)) + e−π2q2(A22(−c12 − 0.5c22(1 −G2)q2/p2
2 − 0.5c22(1 −G2)/p2) − π2)}]

E ≡ {−c12/(p2q2) + A21(−c12q1 − 0.5c22(1 −G2)q2
2)/q2 p2

2}[−e−π1−π2A12{−c11 − 0.5c21(1 −
G1)q1}(1/p1

2){−c12/(q2 p2) + A21(−c12q1 − 0.5c22(1 −G2)q2
2)/q2 p2

2} − e−π1−π2{A11(−c11 −
0.5c21(1 −G1)q1)/p1

2 − 0.5c21(1 −G1)/p1}{A22(−c12 − 0.5c22(1 −G2)q2)/p2
2 − 0.5c22(1 −G2)/p2}],

H11 ≡ [−0.5c22(1 −G2)/p2 + A22{−c12 − 0.5c22(1 −G2)q2}](−e−π2)[−c12/(q2 p2) + A21{−c12 − 0.5c22(1 −
G2)q2

2}/(q2 p2
2)]/F

F ≡ [−c12/(q2 p2)+A21{−c12q1−0.5c22(1−G2)q2
2}/q2p22](e−π1−π2)[A12{−c11−0.5c21(1−G1)q1}/p1

2][−c12/(q2 p2)+

A21{−c12q1 − 0.5c22(1 −G2)q2
2}/q2 p2

2] − (e−π1−π2)[A11{−c11q1 − 0.5c22(1 −G1)q2
2}/p1

2 −
0.5c21(1 −G1)/p1][A22{−c12 − 0.5c22(1 −G2)q2}/p2

2 − 0.5c22(1 −G2/p2],

H12 ≡ eπ2/[−c12/(q2 p2)+ A21{−c12q1 − 0.5c22(1−G2)q2
2}/(q2 p2

2)}]+ [−0.5c22(1−G2)/p2 + A22{−c12 − 0.5c22(1−
G2)q2}/p2

2](−e−π1)[A11{−c11 − 0.5c21(1 −G1)q1}/p1
2 − 0.5c21(1 −G1)/p1]/L,

L ≡ [−c12/(q2 p2) + A21{−c12q1 − 0.5c22(1 −G2)q2
2}/(q2 p22)](e−π1−π2)[A12{−c11q1 − 0.5c21(1 −

G1)p1
2}/p1

2{−c12/(q2 p2)+ A21(−c12q1 − 0.5c22(1−G2)q2
2)} − {A11(−c11 − 0.5c21(1−G1)q1)/p1

2 − 0.5c21(1−
G1)/p1}{A22(−c12 − 0.5c22(1 −G2)q2)/p2

2 − 0.5c22(1 −G2)/p2}],

H20 ≡ −[−e−π2{−c12/(q2 p2)+A21(−c12q1−0.5c22(1−G2)q2
2)/(q2 p2

2)}{e−π1q2(A12(−c11−0.5c21(1−G1)q1)/p1
2)+

e−π1q1(A11(−c11−0.5c21(1−G1)q1)/p1
2−0.5c21(1−G1)/p1)−π1}+e−π1{A11(−c11−0.5c21(1−G1)q1)/p12−

0.5c21(1 −G1)/p1}{e−π2q1(−c12/(q2 p2) + A21(−c12q1 − 0.5c22(1 −G2)q2
2)/(q2 p2

2)) + e−π2q2(A22(−c12 −
0.5c22(1 −G2)q2)/p22 − 0.5c22(1 −G2)/p2) − π2}]/M,

M ≡ (e−π1−π2)A12{−c11 − 0.5c21(1 −G1)q1}/p1
2{−c12/(q2 p2) + A21(−c12q1 − 0.5c22(1 −G2)q2

2)/q2 p2
2} −

(e−π1−π2){A11(−c11 − 0.5c21(1 −G1)q1)/p1
2 − 0.5c21(1 −G1)/p1}{A22(−c12 − 0.5c22(1 −G2)q2)/p2

2 −
0.5c22(1 −G2)/p2},

H21 ≡ e−π2{−c12/(q2 p2) + A21(−c12q1 − 0.5c22(1 −G2)q2
2)/q2 p2

2}/N,

N ≡ (e−π1−π2){A12(−c11−0.5c21(1−G1)q1)/p1
2}{−c12/(q2 p2)+A21(−c21q1−0.5c22(1−G2)q2

2)/(q2 p2
2}}− (e−π1−π2)

{A11(−c11 −0.5c21(1−G1)q1)/p1
2 −0.5c21(1−G1)/p1}{A22(−c12 −0.5c22(1−G2)q2)/p2

2 −0.5c22(1−G2)/p2},
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H22 ≡ −e−π1{A11(−c11 − 0.5(1 −G1)q1)/p1
2 − 0.5c21(1 −G1)/p1}/R,

R ≡ (e−π1−π2)A12{−c11−0.5c21(1−G1)q1}(1/p1
2){−c12/(q2 p2)+A21(−c12q1−0.5c22(1−G2)q2

2)/(q2 p2
2)}−(e−π1−π2)

{A11(−c11 − 0.5c21(1−G1)q1)/p1
2 − 0.5c21(1−G1)/p1}{A22(−c12 − 0.5c22(1−G2)q2)/p2

2 − 0.5c22(1−G2)/p2},

3. データ

上のモデルは複占市場を仮定している．また後
述の推定も複占市場を仮定している．本稿の推定
手法は特定の企業とそれ以外の企業の加重平均を
とった「平均企業」の 2社から構成される．本稿
では特定企業としてトヨタ自動車 (以下では，ト
ヨタと呼ぶ)とそれ以外の乗用車企業 7社の販売
額で加重平均した平均企業を分析対象の 2社とす
る．トヨタ以外の平均企業を構成する企業は，日
産，本田，マツダ，三菱自動車，富士重工業，ダイ
ハツ，鈴木自動車である．このうち，本田は 1967

年度から，三菱自工は 1987年度から，ダイハツ
は 1964年度から平均に加える 2)．1960年度から
2004年度までの通期会計データを使う．
利潤は営業損益から資本費用を差し引いて定
義する．資本費用は会計データには記載されてい
ないから，別に計算する必要がある．資本費用の
ベースとなる資産を棚卸資産と有形固定資産に
定義した．前者は短期資本，後者は長期資本を表
す．これら短・長期資本に対応する利子率を掛け
合わせて資本費用とする．
しかし短・長期利子率は企業ごとにそのリスク
を反映して異なるはずである．そこで，CAPMタ
イプのモデルを使って各利子率を推定する．すな
わち，企業別の短期利子率は，1971年度以降は次
のように推定する．短期利子率の推定式は，
短期利子率 =政府短期証券 (60日)金利 + β×｛短
期貸出約定平均金利（国内銀行，ストック）−政
府短期証券（60日）金利｝
ここで，β は東京証券取引所の株式収益率から
マーケットモデルを使って推定した．株式収益率
データは，日本証券経済研究所『株式収益率』を
使った．

1970年度以前は，短期貸出約定平均金利が不明
であるため，71年度以降について推定した短期利
子率を総合貸出約定平均金利（国内銀行，ストッ
ク）と βに回帰させた結果を使って推定した．
長期利子率も短期利子率と同様に推定した．長
期利子率は 1977年度以降について次のように推
定した．
長期利子率 =新発国債（10年）応募者利回り +β
×｛長期貸出約定平均金利（国内銀行，ストック）
−新発国債（10年）応募者利回り｝，

1976 年度以前は長期貸出約定平均金利が不明
であるため，1977年度以降の長期金利を総合貸出
約定平均金利 (国内銀行，ストック)と βに回帰さ
せ，その推定結果を使って推定した．
利潤率は利潤の販売額に対する比率に 1を加え
て自然対数に変換した．さらに推測的変動その他
のパラメータの推定には，生産台数の期待値と期
待販売額を推定し使う．各社の生産台数は『機械
統計年報各年版』(通産省，経済産業省編)から求
めた乗用車 (軽を含む) の 1 台あたりの平均生産
額で，各社の販売額を除して推定した．

4. 利潤率の時系列分析

本稿は表 1で示した係数とその推定値との比較
と，需要曲線及び期待生産量それに期待利潤率の
方程式から推測的変動を始めとする各パラメータ
を決定したい．そのためには，(5)で示した利潤
率の時系列モデルの係数 vi j を推定しなければな
らない．しかし推定期間にわたって (6)式の各係
数が安定である保証はない．したがって，係数，
特に定数項 v10 と v20 が変化したか否か，変化し
たとすればいつかを確かめる．こうしたモデルの
変化を構造変化，あるいは構造ブレークと呼ぶ．
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本稿では，4つの方法で構造変化を考慮する．1

つは単位根検定を使って構造変化を確かめる．単
位根検定はあくまで目的が単位根の有無のテスト
にあり，構造変化を主目的にしているわけではな
い．そこで構造変化は単位根検定とは別の形で行
うことも考えなければならない．その 1つの方法
が Chenの方法である．3つ目は単位根検定で使
う ADFモデルの F値が最大となるように定数項
や傾き係数のダミー変数を選ぶことによって構造
変化の時点を特定化する．ここでは，この方法を
仮に「ADF モデルを使った F 値最大化法」と呼
んでおく．4つ目は (6)式で表される VARモデル
の階差をとって，F値が最大となるように傾き係
数のダミー変数を選んで構造変化時点を特定化す
る．これをここでは「階差 VARモデルを使った
F値最大化法」と呼ぶことにする．
本稿では他の多くの研究と同様に，構造変化時
点が未知であると仮定し，時系列モデルの構造変
化が，いつの時点で，どういう形で起きたかを推
定する．
前節は利潤率モデルが VAR モデル, あるいは

VAMAモデルであることを示しているが，第 1か
ら第 3 までの方法は基本的に univariate AR モデ
ル,あるいは univariate ARMAモデルにもとづく．
これは，VARや VAMAで示される系列が代替的
に univariate AR,あるいは univariate ARMAによっ
ても表されるという事実にもとづく．

(5)をラグオペレータを使ったベクトル形式で
表すと，(5)は次の形をとる．
(5)′ VARπ =MA

ここで，VARは各要素が 2次の L(ラグオペレー
タ)をもつ 2× 2の行列で，MAは各要素がMA(1)

をもつ 1× 2の残差の列ベクトルである．πは企
業 1と 2の利潤率からなる 1× 2の列ベクトルで
ある．(5)′を書き直すと，
(5)′′π =(VAR)−1MA,

(VAR)−1 の各要素は共通の分母を持ち，それは
行列式 |VAR| となり，L の 4 次式となる．|VAR|
を両辺にかければ，(5)′′は各利潤率が univariate

ARMA(4,3)で表されることを意味している．

4.1 構造変化と単位根検定
利潤率が単位根を持つことは考えにくいが 3)，
多くの企業について単純に単位根検定を行うと単
位根を持つという帰無仮説が棄却できない．これ
はおそらく時系列モデルにおける各係数の変化，
すなわち構造変化によってもたらされたものであ
ると考えられる．したがって，単位根検定は構造
変化の可能性を考慮して行う必要がある．構造変
化を考慮した単位根検定の方法について多くの研
究が報告されているが，それらはトレンドを仮定
した検定モデルや，構造変化が 1回に限定されて
いるようなケースが多い．個別企業の期待利潤率
は市場構造の変化や規制の変化を反映して頻繁で
はないにしても時折変化すると予想される．
したがって，本稿のようにおよそ 40年間に及
ぶ期間を分析期間とする場合には，複数回の構造
変化を考慮する必要がある．未知時点での 2 回
の変化が可能な検定方法としては，Lumsdaine and

Papell [1997] が単純で扱いやすい．この方法は 1

回ブレークを前提とする Zivot and Andrews[1992]

の 2回ブレークへの拡張版である．しかし彼らの
検定モデルはトレンドを含むものであり，しかも
その検定表は掲載されていない．
そこで本稿は 25のデータのもとでの検定表を
シミュレーションによってつくった 4)．検定統計
量は ADFの T (ρµ − 1)タイプである．ここで，T

はデータ数，ρµ は ADFの検定モデルの自己回帰
係数の推定値である．本稿の検定モデルは ADF

の検定モデルに任意の時点（1時点ないしは 2時
点）での定数項の変化をみるためにダミー変数を
加える．また，検定モデルにおける階差項の次数
(k)は最後の項についての t値が 1.6以上となるよ
うに選んだ 5)．階差の最大次数は 4次とする．階
差項が加わる場合の企業 i の T (ρµ − 1) タイプの
検定統計量は，T (ρµ − 1)/(1− Σk ⊿ πikの係数)とな
る．本稿のシミュレーションによる検定統計表は
表 2で示す．
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表 2．ブレークをともなう T (ρµ − 1)タイプの検定統計表
(1)ブレーク 1回 (2)ブレーク 2回

1% 2.5% 5% 10% 1% 2.5% 5% 10%

−20.0 −17.3 −15.1 −12.9 −33.7 −30.7 −27.7 −22.5

検定は任意の 1時点，あるいは 2時点で定数項
が変化するダミー変数をともなう ADF検定モデ
ルで検定統計量を計算する．定数項の変化はサン
プルの最初から 4番目の時点から始まり，最後か
ら 4番目の時点までとする．2回変化の場合には
最初の変化と 2番目の変化の間の長さは最小 3期
間とする．
データの最初と最後の 3つずつを除くすべての
時点，あるいは 2時点の組み合わせの中で統計量
の絶対値が最大となるものが検定統計量として選
ばれ，絶対値で表 2の検定表の値よりも大きくな
るとき，その有意水準で単位根帰無仮説が棄却さ
れる．棄却の場合には，最大絶対値をもたらした
時点で構造ブレークが起きたと推論する．
トヨタとそれ以外の乗用車企業 7 社の加重平
均企業を分析対象の 2 社とする．1964 年度か
ら 2004 年度まで期間のトヨタの利潤率に構造
変化をともなわない通常の ADF検定を適用すれ
ば，T (ρµ − 1) = － 12.68 (k = 0) となる．これ
は，サンプル規模 25で，単位根帰無仮説の成立
確率は 4.9%である．1 回の構造変化を前提とす
れば，構造変化時点が 2001 年で検定統計量は
－ 15.16 (k = 0)．帰無仮説の成立確率は 4.7%で
あるから，構造変化がない場合と変わらない．し
かし，2回の構造変化を前提とした場合には，検
定統計量は −37.35(k = 1)となり，帰無仮説の成立
確率は 0.05%と大きく増大する．そこでトヨタの
場合には，2 回の構造変化があったと判断する．
構造変化時点は，1973年と 1999年であった．
トヨタ以外の平均企業の場合には，構造変化を
考慮しない通常の ADF検定統計量は −8.40 (k =

0) で，サンプル規模が 25 の場合も 50 の場合
にも帰無仮説の成立確率は 10%を超える．１回
の構造変化を考慮する場合には，検定統計量は

−22.08 (k = 1)で，帰無仮説の成立確率は 0.4%で
ある．それに対して，2回の構造変化を考慮する
場合には，検定統計量は −33.57 (k = 1)で，帰無
仮説の成立確率は 0.07%となる．したがって，ト
ヨタと同様に，トヨタ以外の平均企業でも 2回の
構造変化があったと推論する．構造変化時点は，
1973年と 1998年である．

4.2 Chenの方法
上の方法はあくまで単位根の検定が主目的で
あった．おそらく，構造変化の探索法として最
も簡便な方法は Chen の方法であり，Chen and

Tiao[1990]で紹介されている．この方法は，一定
の ARMAあるいは ARIMAを適用し，その残差か
ら定数項の変化をみようとするものである．つま
り一定期間中の平均残差が大きくなるような期間
を発見することを目的としている．もしブレーク
が発見されるならば，その期間中の残差をダミー
変数とする ARMAあるいは ARIMAで修正し，そ
の修正した残差からさらに定数項の変化時点を探
索する．この方法をブレークが探索できなくなる
まで続けるのである．
ただし，Chen の方法は定数項の変化がデータ
の終末時点まで続くことを前提としている．すな
わち，定数項の変化によってデータは 2つに分割
される．しかし，多くの企業利潤率では，一定の
時系列モデルを適用した後の残差が 1時的に高ま
り，その後低下するというようなパターンをとる
ことがある．そこで，Chen の方法を必ずしも終
末時点までとは限らない一定期間に適用するよう
に使うことにする．こうした使用のもとではデー
タ期間は 3つに分割されることになる．変化以前
の期間と変化期間，それに元の水準に戻った期間
である．臨界検定値はもっともマイルドな値とし
て，2.8を使った．

1961年度から 2004年度までの期間中のトヨタ
の利潤率データにこの方法を適用すると，1973，
1975，1979，1995年度で定数項が変化したと推論
する．同じ期間中のトヨタ以外の平均企業の定数
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項の変化は，1964，1973，1974，1975，1978，2000

年度で起きたと推論する．各社の変化がこのよう
に多く，かつまた近接する時点で起きたと推論さ
れるのは，この方法のもとでは，サンプル期間の
中の特定の期間，例えば 1973年度から 2000年度
までの期間中とそれ以外の期間中で定数項が異な
るかどうかを検定したからである．この方法は，
例えば，サンプル開始の 1961年度から 1972年度
まで，1973年度から 2000年度まで，2001年度か
らサンプル終末の 2004年度で定数項が異なるか
を検定したわけではない．

4.3 ADFモデルを使った F値最大化法
これまで述べてきた構造変化を探索するどの方
法も定数項の変化を考察してきた．しかし，自己
回帰係数も変化する場合がある．前章の利潤率の
時系列モデルによれば，需要曲線の傾きの変化，
生産量調整費用の変化，固定資本係数それ自体の
変化によって売上高利潤率の自己回帰係数は変化
する．
そこで，ADF モデルを使って，階差項の係数
変化を見てみることにする．ADF モデルは，⊿
πit =定数 +ρπit−1 + α1 ⊿ πit−1 + α2 ⊿ πit−2 + α3 ⊿
πit−3 + εit．ここで，εit は i.i.d.Gaussian残差で，⊿
πip の長さ p = 3 とする．その方法はまず，定数
と係数の変化を考慮しない形で ADFモデルを推
定する．これを基本モデルと呼ぶことにする．定
数および αi の変化は基本モデルにダミーを加え
たときの最大の Fによって判定する．すなわち，
最大の F が基本モデルの F を上回るとき，その
ダミー変数が示す時点で，そのダミー変数が示す
変数について係数変化があったと判断する．推定
手法は OLSで，最大 F値はステップワイズ法を
使う．
トヨタでは定数変化は 1970，1990，1996 年度
に起きたと判断されるが，係数変化は認められな
かった．トヨタ以外の平均企業は，1966 年度で
α3 が変化したと判断された．

4.4 階差 VARモデルを使った F値最大化法
(7)式で示されるモデルについて，次の階差VAR

を考える．ただし，両企業に共通した時間割引要
素として，b = 0.9と仮定する．さらに，Π1t+ j+1の
推定において，(6)式の MA(1)を推定する代わり
に，MA部分を univaliate ARMA(4, 3)で推定する．
これについては，この節の最初で述べた．
⊿Π1t+ j+1 = v11⊿π1t+ j + v13⊿π2t+ j + ε1t+ j+1,

⊿Π2t+ j+1 = v21⊿π2t+ j + v23⊿π1t+ j + ε2t+ j+1,

ここで，企業 1をトヨタ，企業 2をトヨタ以外の
平均企業とする．
このモデルに 3.3. の方法を適用する．この方
法では定数項の変化は探索できないが，直接的
に VARの係数変化を探索できる．探索した結果，
トヨタも他の平均企業も係数変化は認められな
かった．ただし，F値ではなく修正決定係数でみ
ると，トヨタついて 1968年度で v11 が，1973年
度と 1989年度で v13が，トヨタ以外の平均企業に
ついては 1994年度で v23 が，1997年度で v21 が変
化したと判断できる．さらに，基本モデルとして
v23 = 0とすると F値も修正決定係数もともに改
善される．このとき，1994年度から v23 を入れる
と，F値は低下するが，修正決定係数は上昇する．

4.5 生産台数の期待成長率と期待販売額の推定
産業全体の生産台数と生産額データから 1 台
当たりの平均価格を求め，これと売上高から企業
別の生産台数を得る．生産台数の変化率に時系列
モデルを当てはめ，生産台数の期待変化率を求め
る．ただし，Chenの方法を適用し，定数項の変化
を探索する．トヨタには定数項の変化は発見でき
なかった．トヨタの生産台数の変化率に AR(2)当
てはめ，生産台数の期待変化率を 0.089と推定す
る．トヨタ以外の平均企業の期待変化率は，1967

年度から 1972年度までは 0.262，それ以外の期間
は 0.013であった．
先の利潤率の時系列モデルにおける定数項の変
化時点で販売額についても構造変化 (定数項及び
時間トレンドの変化)があるとして，時系列モデ
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ルから各時点の期待販売額を推定する 6)．

5. パラメータの推定方法と推定結果

前述したように，本稿が推定するのは (6)では
なく，(7)である．したがって，各企業の利潤率を
ARMA(4,3)で推定して，利潤率データからMA(3)

部分を差し引き，i.i.d. 残差のみを残すことにし
た．ここで，ARMA(4,3)を推定するのは，前述し
たように (6)が univariate ARMA(4,3)に変換できる
からである．さらに，b1 = b2 = 0.9として，πit+ j+1

から vi2πit+ j−1 を差し引く．この仮定のもとでは，
vi2 = −1/0.9,となる．利潤率は販売額に対する利
潤率であり，1を加えて自然対数に変換する．
前章で見たように構造変化の可能性がある．ま
た，(6)の導出から容易にわかるできるように，(6)

や (7)の残差は企業 1と企業 2の間で相関してい
る．こうした要因を踏まえて，通常の VAR推定
と異なり OLSを使わず，SURを使って推定する．
前節で推定した構造変化時点は変化の候補とし
て，(7)にダミー変数を加えて処理する．そのさ
い，定数項が変化したときには，係数も変化して
いる可能性があることを考慮して，その時点での
係数変化も考慮する．また，トヨタの構造が変化
した時点では，トヨタ以外の平均企業の構造も変
化するかもしれないので，平均企業の構造変化時
点としてトヨタの変化時点も変化の候補として考
慮する．同様の理由で，トヨタの構造変化時点と
してトヨタ以外の平均企業の変化時点も変化の候
補として考慮する．こうしてダミー変数を加えた
(7)が推定モデルとなる．
こうした変化時点の候補のうちから，推定結果
の t値があまりに小さくなる説明変数をモデルか
ら除去して最終的なモデルを選んだ．t値の選択
基準は 1以上とした．最終的に選んだモデルと推
定結果は表 3で示した．表 3で示した最終モデル
は，データ期間は 1964年度から 2001年度である
(61,62,63年度は説明変数として使う可能性がある
ために分析期間は 64年度からである)．
企業 1がトヨタで，企業 2がトヨタ以外の平均

企業であるとする．もちろんこの順番を変えても
問題はない．

表 3．利潤率の時系列分析結果

被説明変数：各企業の利潤率 πit は販売額に対す
る利潤率であり，ARMA(4,3)で推定
して，i.i.d. 残差のみを残し，他の
MA(3)部分と (-1/0.9)πit−2 を πit から
差し引き，これを Πit で表す．

トヨタ
説明変数
v10 0.0417 (5.8549)

90年度以降を 1とする定数項ダミー −0.0289 (−4.7208)

98年度以降を 1とする定数項ダミー 0.01627 (1.7512)

v11 0.7977 (2.5751)

v13 1.1250 (2.8921)

73年度以降に v11 に加わる係数ダミー 0.6229 (1.9858)

73年度以降に v13 に加わる係数ダミー −2.0978 (−4.2587)

90年度以降に v13 に加わる係数ダミー 1.5914 (4.4542)

SBIC　 −120.639　対数尤度　 135.683　修正 R2 0.9576

トヨタ以外の平均企業
説明変数
v20 0.1285 (9.4862)

v21 0.2585 (1.3804)

73年度以降を 1とする定数項ダミー −0.0671 (−6.5859)

90年度以降を 1とする定数項ダミー −0.1736 (−2.2356)

98年度以降を 1とする定数項ダミー −0.0399 (−1.4638)

90年度以降に v21 に加わる係数ダミー 1.6404 (2.8879)

98年度以降に v21 に加わる係数ダミー −6.5822 (−3.3989)

66年度以降に v23 に加わる係数ダミー −0.2476 (−2.3226)

70年度以降に v23 に加わる係数ダミー −0.4368 (−3.4387)

95年度以降に v23 に加わる係数ダミー −0.6332 (−1.8651)

98年度以降に v23 に加わる係数ダミー 5.8955 (3.2457)

SBIC　 −113.665　対数尤度　 134.351　修正 R2 0.9474

注）vi0，vi1，vi3 は vi0，vi1，vi3 の推定値を表す．

表 3の結果から，各年度ごとの vi0, vi1, vi3 の推
定値 vi0, vi1, vi3 が得られる．したがって，表 1と
あわせて，次式が成立する．
(8) vi j = vi j, i = 1, 2, j = 0, 1, 3,

表 3の結果は各時点の企業別の期待利潤率の計
算にも使われる．すなわち，(6)あるいは (7)で，
vi2 = −1/0.9，vi4 = 0 とし，他の vi j( j = 0, 1, 3) に
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ついて表 3の結果を使い，あらゆる tについて，
πi = πit とおけば期待利潤率 πi が計算される．た
だし，表 3の推定において利潤率は 1を加えて対
数に変換してある．したがって，こうして得られ
る期待値 πiは対数値であるから，再変換しなけれ
ばならない．ただし，再変換するさい，変換は単
純に指数変換したのみで，修正は加えていない．
こうして推定された期待売上高利潤率は，表 4に
示した．

表 4．年度別期待売上高利潤率
期間 トヨタ トヨタ以外の平均企業

1961－ 1965 0.0955 0.0718

66－ 69 0.0853 0.0602

70－ 72 0.0717 0.0448

73－ 89 0.0291 0.0228

90－ 94 0.0381 0.0212

95－ 97 0.0224 0.0040

98－ 0.0604 0.0185

期待価格を pt
∗，期待生産量を qt

∗で表すと，期
待売上高利潤率は，
(9) t時点の企業 iの期待売上高利潤率
= {pit∗qit

∗ − c1itqit
∗ − c2it(1−Gi)2qit

∗2/2}/(pit
∗qit
∗),

i = 1, 2,

また，第 1節で述べたように，パラメータであ
らわされる各時点の期待生産量 qi+t

∗は，あらゆる
tと jについて，qit+ j+1

∗ = (2 −Gi)qit+ j
∗，とおいて

オイラー方程式 (2)に代入して解き，次のように
得る．

q1t
∗ = (A02 − c12)/(A21G1) − [b2c22{1 + G2

2/b2 −
G2(2A22+ c22+b2c22+A21κ12)/(b2c22)}][−A21(A01−
c11)G1/(b1b2c21c22) − (A02 − c12){1 + G1

2/b1 −
G1(2A11 + c21 + b1c21 + A12κ21)}/(b2c22)]/S ,

q2t
∗ = −A21G1[−A21(A01 − c11)G1/(b1b2c21c22) −

(A02 − c12){1 +G1
2/b1 −G1(2A11 + c21 + b1c21 +

A12κ21)/(b1c21)}/(b2c22)]/S ,

S ≡ A21G1[A12A21G1G2/(b1b2c21c22)−{1+G2
2/b2−

G2(2A22+c22+b2c22+A21κ12)/(b2c22)}{1+G1
2/b1−

G1(2A11 + c21 + b1c21 + A12κ12)/(b1c21)}],
ここで，企業 iについて期待生産量 qit

∗ =期待
販売額 (xit)/pit

∗ とおけば，
(10)期待販売額 (xit) = pit

∗qit
∗, i = 1, 2,

ここで，期待販売額は 3.5.で推定した．
こ う し て ，14 個 の パ ラ メ ー タ

（A01, A02, A11, A12, A21, A22, c11, c12, c21, c22, p1t
∗, p2t

∗,

κ21, κ12)に対して，10本の方程式 (8),(9),(10)が導
かれ，これらに需要曲線（仮定 (a)）を加えて 12

本の方程式を得る．ここで，c11 = c12 = 1 と仮
定して，未知のパラメータを 12個に減らして解
くことにする．しかし，これらの方程式は複雑
な非線形であって，このまま解くことは非常に
困難である．そこで，(8),(9),(10) の各方程式の
右辺を 2次で近似する．近似は，（A11 = 1, A12 =

1, A21 = 1, A22 = 1, c21 = 1, c22 = 1, p1t
∗ = 100, p2t

∗ =

100, κ21 = 0, κ12 = 0）の近傍で行う．直接的に
解くのは難しいので，特定の初期値を与えて，
Gauss=Newton法を使って解を求める．初期値は，
A(A11, A12, A21, A22) = {0 から 10 までの整数値 },
c2(c21, c22) = {0から 10までの整数値 },
κ(κ21, κ12) = {0から 10までの整数値 },
p∗(p1t

∗, p2t
∗) = {1, 100, 1000}を使った．

ところで，解は複数存在するから，その中から
次の条件を満たす意味のある解を選ばなければな
らない．すなわち，
(11) Ai1 ≥ Ai2, c2i ≥ 0, c2i ≥ 0, pit

∗ ≥ 0,

推測的変動値は，同質財の場合（A11 ≈ A12 ≈
A21 ≈ A22），生産量競争 (クールノー行動)で 0，価
格競争（ベルトラン行動）で −1，異質財の場合，
生産量競争では 0であるが，価格競争で A11A21/H

に等しくなる．1989年度，1994年度，2004年度
についての解は表 5 にまとめた．1994 年度の条
件を満たす解は 2 つあった．2004 年度の場合に
は，A11 < A12であるが，ほぼ同じであるとして解
に加えた．
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表 5．パラメータ推定結果
1989年度 1994年度 2004年度

A11 8.994 7.628 7.895 6.847 11.191

A12 8.308 6.399 4.889 7.392 4.216

A21 10.804 10.935 10.480 9.394 6.237

A22 12.463 12.152 13.544 10.683 11.287

c21 10.193 8.598 6.238 2.719 5.676

c22 11.586 11.742 13.919 11.068 12.019

p1t
∗ 716.953 609.877 450.450 183.769 411.781

p2t
∗ 878.896 900.285 1003.784 861.820 907.323

κ21 6.605 5.712 3.536 −0.946 3.755

κ12 1.097 1.535 −1.551 2.685 −4.452

6. 結論に代えて

表 5の推定結果によれば，1994年度と 2004年
度の結果は現実性を欠くかもしれない．それは，
トヨタとそれ以外の平均企業との間の製品価格差
が大きすぎること，及び負の推測的変動が現れる
ことによる．このことは本稿の手法が誤っている
可能性の他に，1990年代に入って利潤最大化行動
ではなく，シェア獲得競争に陥った可能性がある
ことを示している．
本稿の手法は以下の点でいくつかの問題が残さ
れている．第 1に，ある期の任意の企業の生産量
の変化に対して，ライバルは同じ期の生産量のみ
が反応すると仮定した．しかし，任意の企業のあ
る期の生産量の変化はライバルの同じ期の生産量
だけではなく，その期以降の将来の生産量への影
響も考慮しなければならない．完全な動学的推論
（closed-loop戦略）が必要となる．しかし，完全な
動学的推論を推定するには，方程式の数が不足す
る．この問題への対応は次の割引時間要素 bi を
企業別に推定することによって解決できる．
第 2に，割引時間要素 bi を所与として，0.9と
仮定したが，この仮定は恣意的である．bi は企
業の資金の実質機会費用であり，Federal Reserve

Board’s Quarterly Modelの手続にしたがえば，biは
負債とエクイティに対する収益の加重平均と定式

化される．
第 3に方程式の近似は 2次近似を使ったが，近
似の精度を向上させるために 3次近似が必要かも
しれない．さらに精度の向上以外にも，3次近似
によって解への収束が容易となるかもしれない．
2次近似では，収束計算中に実数解が見つからず，
解の発見に失敗してしまう可能性がある．3次関
数では必ず実数解が見つかるので，むしろ解の発
見は容易となるかもしれない．しかし，12個の変
数のもとでの 3次近似は記憶容量が非常に大きな
コンピュータでない限り無理かもしれない．
第 4 に，推定において c11 = c12 = 1 と仮定し
正規化したが，他方で期待販売額は正規化せずに
そのまま利用した．ただし，方程式の構成から期
待販売額の大きさは主に需要関数の定数項 A0i に
影響が現れるのみで，問題は大きくないと考えら
れる．

（日本大学経済学部教授）

注
1）彼らはこれを価格についての 1 階のラグ付変数
を導入して残差の系列相関を解消している．

2）困難さの１つは，限界費用を最適条件に代入し，
需要方程式と１階条件とともに生産システムを
同時推定する場合，最適条件は非線形方程式とな
ることである．さらに，需要関数と費用関数は説
明変数に自己回帰部分や残差に MA 部分をとも
なうだろう．これも不可能ではないが，同時推定
の困難さを増大させる要因となる．

3）Worthington[1990]は 2段階ゲームを仮定し，投資
競争における推測的変動をその後の生産量競争
(価格競争)に関連付けて議論している．

4）本田とダイハツは 1967 年度及び 1964 年度から
四輪乗用車の生産と販売を開始，三菱自動車は
1987年度から東証に上場した．

5）利潤率が単位根を持たないと考える理由は，利潤
率は企業努力によって決定されるだろう，という
ことである．したがって，ある期のショックが永
続することはないだろう．
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6）シミュレーションでつかったデータは，① 225個
のランダム変数 (et) を分散が 1 の正規分布から
選ぶ，② yt がランダム・ウォーク過程にしたが
うとして，すなわち，yt = yt−1 + et,として 225個
の yt をつくる．そのさい，yt の初期値 (y0) をゼ
ロとする．③ 225 個の yt のうち，最初の 200 個
を捨て，最後の 25個のみを使って，任意の１時
点，あるいは 2時点で定数項が変化するとするダ
ミー変数をともなう ADF検定モデルで検定統計
量 T (ρµ − 1)を計算する．定数項の変化時点は最
初から 4 番目から始まり，最後から 4 番目まで
とする．2回変化の場合には最初の変化と 2番目
の変化の間の長さは最小 3 期間とする．④この
操作を 10000回繰り返して T (ρµ − 1)の分布をつ
くる．

7）階差項の次数の選択について絶対的な基準はな
いようである．通常，tの漸近分布から t = 1.6が
選ばれておりおり，本稿でもこれにしたがった．

8）xt を t時点の対数で表した期待販売額，Salest を
t時点の販売額とし，Dを ()内で表した年度以降
を１とする定数項ダミー，Tで時間トレンドを表
す（Tの後の ()内は時間トレンドが始まる時点を
表す）．適用した時系列モデルは，変化ダミーの
ｔ値が 1より大きいものを選ぶと，
トヨタについて，
ln(Salest − xt) = 0.946890 ∗ (ln(Salest−1) − xt−1) −
0.499144 ∗ (ln(Salest−2) − xt−2),

xt = 18.470369 + 0.116852D (73 年以降を 1) −
0.252039D(98年以降を 1)+0.213549T (62年以降 =
1) − 0.100547T (73年以降 = 1) − 0.111052T

(90年以降 = 1) + 0.046602T (98年以降 = 1),

トヨタ以外の平均企業は，
ln(Salest − xt) = 1.243472 ∗ (ln(Salest−1) − xt−1) −
0.548219 ∗ ln(Salest−2) − xt−2),

xt = 18.393672 − 0.170114D (66 年以降を 1) −
0.07398D (95年以降を 1) + 0.129574T (62年以降
= 1) + 0.138771T (66年以降 = 1) − 0.197986T

(73年以降 = 1)) − 0.121494T (90年以降 = 1) +

0.070929T (95年以降 = 1)
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